
事業群評価調書（令和２年度実施）
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(１)

②

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値① 0人 0人 0人 0人 0人

実績値②
   95人
（H26)

70人 190人 157人 70人

②／①
（達成率）

26% 0% 0% 26%

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値① 65人 48人 31人 14人 0人

実績値②
99人
（H26)

18人 42人 53人 29人

②／①
（達成率）

238% 111% 67% 82%

H30実績 H30目標 H30実績

R元実績 R元目標 R元実績

R2計画 R2目標

449 447 99%

477 474 99%

480

16,857 17,197 102%

17,537 17,960 102%

18,678

施 策 名 結婚・妊娠・出産・子育ての一貫した切れ目ない支援 課 （ 室 ） 長 名 德永　憲達

事 業 群 名 子どもや子育て家庭への支援② 事業群関係課(室)

基 本 戦 略 名 次代を担う子どもを育む 事業群主管所属 こども政策局こども未来課

１．計画等概要

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

　地域の子育て支援に係る量の拡充と質の向上を進め、幼児期の教育・保育、地域の子ども・子育て支
援を総合的に推進するなど、更なる子育て支援対策の充実に取り組みます。

【子育て支援の充実】
ⅰ）地域子育て支援拠点、ファミリー・サポート・センターや放課後児童クラブの量の確保と職員等の資質向上
ⅱ）育児や子育て支援サービス等の情報の発信

事
業
群

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度） （進捗状況の分析）

保育所待機児童数

0人
(R2)

　各市町が策定する子育て安心プランに基づき、安心こども基金や国
の認定こども園施設整備交付金を活用した保育所・認定こども園の施
設整備や、認可外保育施設の認可化などによる保育の定員増に取り
組み、令和元年の待機児童数は平成30年の157人から、令和元年の
70人へと87人減少した。
　放課後児童クラブ待機児童数について、登録児童数は増加し、待機
児童数は減少しており、各市町における新規クラブの開設等により受
け皿は年々拡大している。（登録児童数については、平成30年5月1日
時点で17,197人、令和元年5月1日時点で17,960人となっており、763
人増加している。）記載の実績数等は国調査のデータ上、令和元年5
月1日時点のものであるが、その後の県独自に再調査した令和元年
12月1日時点の結果では、待機児童数は10名となっている。

遅れ

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度）

放課後児童クラブ待機児童数

0人
(R2)

やや遅れ

進捗状況

進捗状況

２．令和２年度取組実績（令和２年度新規・補正は参考記載）

事業
番号

取組
項目

事務事業名 事業
期間

事業費　(単位:千円） 事　　業　　概　　要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

令和元年度事業の成果等

所管課(室)名

1
取組
項目
ⅰ

放課後児童クラブ推進
事業費

H14-

1,159,325

1,252,320

こども未来課

中
核
事
業

うち
一般財源

人件費
(参考)

事業対象
令和元年度事業の実施状況

（令和２年度新規・補正事業は事業内容）
指標 主な目標

達成率

　放課後児童健全育成事業に係る費用を補助し
た。

根拠法令 子ども・子育て支援法

市町

1,157,396 3,986
活動
指標

放課後児童クラブ運
営費補助対象数（支
援の単位）

●事業の成果
・県内放課後児童クラブ474の支援の単
位に運営費を補助することで、放課後
等のこども達に安心・安全な居場所が
提供され、健全育成が図られるととも
に、保護者が安心して働ける環境がつく
られている。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・引き続き補助事業の推進に取り組ん
でおり、支援を必要とする子ども達の受
け入れ体制強化に寄与している。

○1,250,409 3,977

成果
指標

放課後児童クラブ登
録児童数（人）

1,568,013 1,385,721 3,988



21 21 100%

21 21 100%

21

530,049 518,435 97%

518,435 451,978 87%

518,435

15 12 80%

18 13 72%

11

16,857 17,197 102%

17,537 17,960 102%

18,678

― ― ―

1 1 100%

―

― ― ―

1 1 100%

―

2,400 4,937 205%

2,400 3,436 143%

2,400

80 77 96%

80 61 76%

80

253,717

275,488 1,591

成果
指標

地域子育て支援拠点
の利用者数（延べ人
数）313,188 1,595

1,594
活動
指標

地域子育て支援拠点
事業の補助対象市町
数（市町）

●事業の成果
・21市町に対し、地域子育て支援拠点
事業にかかる費用を補助することで、子
育て親子の交流促進、地域の子育て支
援機能の充実を図り、子育ての不安感
等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支
援した。また、利用者数の減の要因に
ついては、新型コロナウイルス感染症
拡大の影響が考えられる。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・地域子育て支援拠点事業について、
近年は県内の施設数もほぼ横ばいで、
施設数としては充足しているものと考え
られるが、事業の継続実施を行うこと
で、質の向上に寄与した。

市町

　地域子育て支援拠点事業、利用者支援事業、
子育て短期支援事業、子育て援助活動支援（ファ
ミリー・サポート・センター）事業に係る費用を補助
した。

根拠法令
子ども・子育て支援交付金交付要綱
（子ども・子育て支援法第59条及び第61条）

2

地域子ども・子育て支
援事業費（地域子育て
関係） H27-

253,717

こども未来課

取組
項目
ⅰ

3

子ども・子育て支援整
備事業費

S43-

30,860

275,488

375,348

4

地域子育て支援拠点
環境改善事業

Ｈ21-

0

こども未来課

こども未来課

　放課後児童クラブの創設・改築・修繕等に係る
費用を補助した。

活動
指標

1,595

市町、社会
福祉法人
等

補助対象施設数
（クラブ）

●事業の成果
・13クラブに対し、創設（8クラブ）・改築
（5クラブ）の整備費補助を行った。
クラブの創設・改築により定員が194人
分増加し、また改築によりクラブの現状
に合った施設となり、環境改善につな
がった。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・児童の受け皿確保に寄与した。

58,965 65 1,591

成果
指標

放課後児童クラブ登
録児童数（人）

60 1,594

69,385 根拠法令 子ども・子育て支援整備交付金交付要綱85

2,347
活動
指標

アプリによる情報配
信件数（件）子育て中の

保護者等

　ホームページ及び携帯端末向けアプリケーショ
ンを運営し、子育て支援に関し、県だけでなく市町
等の実施する事業等も併せて情報を発信した。

根拠法令

519 173 795

成果
指標

環境改善された施設
数（施設）0 0

補助市町数（市町）
●事業の成果
・地域子育て支援拠点事業施設を継続
的に実施するために必要な改修、備品
の整備を希望する市町に対して補助を
行った。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・事業所の環境を改善することにより、
子育て親子の交流促進、地域の子育て
支援機能の充実に寄与した。

0

798

797
活動
指標

市町
　地域子育て支援拠点事業を継続的に実施する
ために必要な改修・備品の整備に係る費用を補
助した

根拠法令
児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業
実施要綱

5
取組
項目
ⅱ

子育て情報プラット
フォーム構築事業費

H27-

2,347

こども未来課

○2,069 2,069 1,591

成果
指標 利用者の満足度（％）

1,871 1,871 1,595

1,594
●事業の成果
・県・市町合わせて年間3,436件の情報
発信を行ったが、「サイトが見づらい」
「掲載されている情報が足りない」など
の意見から、利用者満足度は61％と
なった。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・目標値には達しなかったが、令和元年
度にアプリの改修を行う等の整備を行
い、積極的な発信を行うことができた。

―



ⅰ

ⅱ

事業構築の視点

こども未来課

　利用者が求める情報をすぐに探すことができるように、アプリ
のレイアウトを一部改修し、利用しやすさを追及することで、利
用者の満足度を上げることができるよう努める。

②
　子育てしやすい環境づくりのために、子育て家庭が必要としている情報（子育て支援サービス、イベ
ント情報等）を発信することが必要であり、今後も掲載内容の充実に努め利用者の拡大に取り組んで
いく。

改善5
取組
項目
ⅱ

―
　地域子育て支援拠点事業は子育て世帯の居場所づくりとして必要な事業であり、当該事業は地域
子育て支援拠点事業を実施するうえでの環境改善（改修、備品購入）を行う事業であるため引き続き
取り組んでいく。

現状維持4

取組
項目
ⅰ

現状維持

こども未来課

―
　年々利用児童が増加する放課後児童クラブでの新たな受け皿確保のためには、施設整備を行うこ
とは効果的な手法であり、引き続き施設整備を行う放課後児童クラブに対して施設整備補助を行い、
放課後児童クラブを利用する児童の受け皿を確保するため引き続き取り組んでいく。

現状維持

1 ― ―
　年々利用児童が増加する放課後児童クラブの運営費助成、新たな受け皿確保、質の向上のため
のよりよい理解等を深めるための放課後児童支援員認定資格研修・資質向上研修等を行うものであ
り、引き続き取り組んでいく。

現状維持

こども未来課

・今後も各市町の事業が実施計画どおり進捗するよう助成や支援を継続していく。
・引き続き運営費の補助を行うなどの支援を行うことを通じて、子ども達の受け入れ体制の強
化に取り組む。また、放課後児童支援員等に対する研修も継続して実施する。
・待機児童の解消については、市町と連携し、利用者のニーズの把握に努める。そのうえで、
市町が実施する施設整備等に対する補助を行うことで受入体制の整備に努める。また、放課
後児童支援員認定資格研修を定期的に実施し、支援員不足解消に努める。

2 ― ―
　地域で子育て中の親子への支援を行う各種事業の運営費に係る助成であり、ニーズも高い事業で
あるため、引き続き取り組んでいく。

育児や子育て支援サービス等の情報の発信

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

・県・市合わせて年間3,290件の情報発信を行ったが、「サイトが見づらい」「掲載されている情報が足りない」などの意見
が寄せられ、アンケートによる利用者満足度は61％であった。

・ホームページ及び携帯端末向けアプリケーションの更なる利便性の向上、掲載情報の充実を
図る。

見直し区分

４．令和２年度見直し内容及び令和３年度実施に向けた方向性

事業
番号

取組
項目 事務事業名

令和２年度事業の実施にあたり見直した内容 令和３年度事業の実施に向けた方向性

見直しの方向（令和２年度の新たな取組は「R２新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載）

子ども・子育て支援整
備事業費

地域子育て支援拠点
環境改善事業

子育て情報プラット
フォーム構築事業費

放課後児童クラブ推進
事業費

地域子ども・子育て支
援事業費（地域子育て
関係）

―

こども未来課

―

こども未来課

3

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
地域子育て支援拠点、ファミリー・サポート・センターや放課後児童クラブの量の確保と職員等の資質向上

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

・地域の子育て支援の充実のため、各市町の事業実施計画どおり県が助成を行ったり、助言等の支援を行っている。
　そのため、必要に応じた量の確保、質の向上に寄与している。
・県内放課後児童クラブ474の支援の単位に運営費を補助することで、放課後等のこども達に安心・安全な居場所を提供
することに寄与している。さらに、放課後児童支援員等に対する研修を行い職員の資質向上にも努めている。課題は、ク
ラブの受入可能定員数が登録希望数よりも少ないことと支援員等が不足していることにより発生している待機児童の解消
である。



【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点

注：「２．令和元年度取組実績」に記載している事業のうち、令和元年度終了事業、100%国庫事業などで県
の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制度導入施設
評価対象事業については、記載対象外としています。


